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１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果  

当社は、平成24年に制定された「株式会社農林漁業成長産業化支援機構法」（以下

「機構法」という。）に基づき、平成25年の開業から、我が国農林漁業が農林漁業者の

所得を確保し、農山漁村において雇用機会を創出することができる成長産業となるよう

にするため、農林漁業者が主体となって新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し、

出融資や経営支援を実施してまいりました。 

当期においては、「新経済・財政再生計画改革工程表2018」を踏まえた投資計画（平

成31年４月に策定・公表）に即した出資を実現することを目指して業務運営を行ってま

いりました。 

しかしながら、令和元年12月、農林水産省は、当社の過去の投資実績及び最近の出資

状況等を踏まえ、令和２年度以降、新たな予算要求を行わないこと及び令和３年度以

降、新たな出資の決定を行わないこと等の方針を定め、当社に対し、投資計画の見直し

を指示いたしました。 

この指示を受け、当社は、新規の出資決定は、令和２年度までとすること及び投資回

収の最大化に向けた取組等を内容とする新たな投資計画（改善計画）を策定いたしまし

た。 

 

① 出融資業務 

当期の実績については、出資決定件数は18件（うち直接出資10件）、出資決定額は

約50億６千万円（うち当社出資分約48億５千万円）となっており、前期に比べて出資

決定額は約３倍となる大幅な伸びとなっています。また、当期実績のうち、機構法に

関する「６次産業化事業体」への支援については14件、農業競争力強化支援法（以下

「支援法」という。）に関する「事業再編等事業者」への支援については３件、食品

等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（以下「食品等流通法」という。）

に関する「食品等流通合理化事業者」への支援については１件の支援を決定しまし

た。 

これにより、当期末までの通算では、出資決定件数は157件（うち直接出資24

件）、出資決定額は約181億９千万円（うち当社出資分約138億３千万円）となりまし

た。 

また、当期における資本性劣後ローンの実行はなく通算の融資総額は約19億８千万

円となっています。 

一方、当期において、11件の対象事業者への支援が終了（エグジット）しました。

その要因については、対象事業者の意向等に基づくものです。 

なお、当期において、１ファンドの投資事業有限責任組合契約が終了したことによ

り、当期末時点でファンド数42、総額634億８千万円（うち当社出資額317億４千万

円）となっています。 

 

② その他 

当期において㈱バローホールディングスと業務提携に関する覚書を締結し、合わせ

て当社と業務提携を行う12組織と引き続き協力して６次産業化等に取り組む事業者の

支援を行いました。特に、農林漁業者の資金調達に関し知見を有する日本政策金融公

庫とは連携強化を図っており、具体的な出資案件の形成を図りました。 

 

こうした事業活動の結果、当期において、売上高は営業投資有価証券の売却収入を主

なものとして、４億７千３百万円となりました。 

一方、売上原価は、営業投資有価証券の減損処理を主なものとして、８億１千４百万

円となりました。また、人件費や貸倒引当金を主なものとする販売費及び一般管理費は
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８億８千６百万円となり、これらを踏まえた結果、当期の業績は、経常損失約12億９百

万円（前期約28億２千９百万円）、当期純損失約12億１千６百万円（前期約28億６千９

百万円）となりました。 
 

（２）設備投資等の状況  

該当事項はありません。 
 

（３）対処すべき課題  

今後は、新たに策定した投資計画（改善計画）に即した業務運営を行ってまいりま

す。同計画において、新規の出資決定は、令和２年度までとなることから、改善計画に

即して、政策性、収益性等を十分に考慮した出資を行ってまいります。また、今後は、

投資回収の最大化が重要な取組になることから、出資先の経営状況を随時適確に把握

し、適時適切な経営支援を行うことにより、出資先の企業価値の向上に努めてまいりま

す。 

これらの取組に併せて、当社の管理経費についても、不断の見直しを行い、経費の削

減に取り組んでまいります。 

 

（４）財産及び損益の状況  

    （単位：千円） 

区  分 

第 ５ 期 

(28.4.1～

29.3.31) 

第 ６ 期 

(29.4.1～

30.3.31) 

第 ７ 期 

(30.4.1～

31.3.31) 

第 ８ 期 

(31.4.1～

令和

2.3.31) 

経 常 損 失 1,527,001 1,803,988 2,829,548 1,209,746 

当 期 純 損 失 1,530,801 1,821,665 2,869,927 1,216,224 

１株当たり当期純損失(円) 2,401 2,855 4,498 1,906 

総 資 産 27,504,636 25,704,625 22,856,309 21,774,664 

純 資 産 27,354,907 25,533,241 22,663,314 21,556,791 

１ 株当たり 純資産額(円) 42,873 40,018 35,520 33,785 

 

（５）重要な親会社及び子会社の状況  

① 親会社との関係  

該当事項はありません。  

② 重要な子会社の状況  

該当事項はありません。 

 

（６）主要な事業内容  

当社の主な事業は次のとおりとなっております。  

① 支援対象事業者（６次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画の認定事業者）、

支援対象事業再編等事業者（支援法に基づく事業再編等計画の認定事業者）及び支援対

象認定事業者（食品等流通法に基づく食品等流通合理化計画の認定事業者）に対する出

資 

② サブファンド（支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者

に対し資金供給その他の支援を行う団体）に対する出資 

③ サブファンドに対する基金の拠出 

④ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者に対する資金の

貸付け 

⑤ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者が発行する有価
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証券並びに支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者が保有

する有価証券の取得 

⑥ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者に対する金銭債

権並びに支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者が保有す

る金銭債権の取得 

⑦ 支援対象事業者、支援対象事業再編等事業者及び支援対象認定事業者の発行する社債

及び資金の借入れに係る債務の保証 

⑧ 上記②の資金供給その他の支援に関し、契約内容の適正化その他当該資金供給その他

の支援の対象となった対象事業者の保護を図り、及び我が国農林漁業の安定的な成長発

展の見地に立った対象事業活動支援を行うため必要なサブファンドに対する指導、勧告

その他の措置 

⑨ 対象事業活動を行い、又は行おうとする事業者、事業再編又は事業参入を実施し、又

は実施しようとする事業者及び食品等流通合理化事業を実施し、又は実施しようとする

者に対する専門家の派遣 

⑩ 対象事業活動を行い、又は行おうとする事業者、事業再編又は事業参入を実施し、又

は実施しようとする事業者及び食品等流通合理化事業を実施し、又は実施しようとする

者に対する助言 

⑪ 保有する株式、新株予約権、持分又は有価証券の譲渡その他の処分 

⑫ 債権の管理及び譲渡その他の処分 

⑬ 上記①～⑫に掲げる業務に関連して必要な交渉及び調査 

⑭ 対象事業活動及び対象事業者、事業再編及び事業参入並びに認定事業再編等事業者並

びに食品等流通合理化事業及び認定事業者に対し資金供給その他の支援を行う事業活動

を推進するために必要な調査及び情報の提供 

⑮ 上記①～⑭に掲げる業務に附帯する業務 

⑯ 上記①～⑮に掲げるもののほか、機構の目的を達成するために必要な業務 

 

（７）主要な営業所  

① 本社  

東京都千代田区麹町二丁目一番地  

② 主要な子会社の事業所  

該当事項はありません。 

 

（８）従業員の状況（令和２年３月31日現在。出向者含む。契約社員を除く。） 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

２８名 ▲８ 名 ４６．７歳 ３．０年 

 

（９）主要な借入先（令和２年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

（10）会社の現況に関するその他の重要な事項  

該当事項はありません。  

 

２．会社の株式に関する事項（令和２年３月31日現在）  

（１）発行可能株式総数 4,000,000株  
 

（２）発行済株式の総数   638,040株  

 

（３）株主数 12名  
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（４）大株主 

株  主  名 
当社への出資状況 

持 株 数 出資比率 

財務大臣 600,000 株 94.04 ％ 

カゴメ株式会社 6,000 株 0.94 ％ 

農林中央金庫 6,000 株 0.94 ％ 

ハウス食品グループ本社株式会社 6,000 株 0.94 ％ 

味の素株式会社 4,000 株 0.63 ％ 

キッコーマン株式会社 4,000 株 0.63 ％ 

キユーピー株式会社 4,000 株 0.63 ％ 

株式会社商工組合中央金庫 2,000 株 0.31 ％ 

日清製粉株式会社 2,000 株 0.31 ％ 

野村ホールディングス株式会社 2,000 株 0.31 ％ 

明治安田生命保険相互会社 2,000 株 0.31 ％ 

トヨタ自動車株式会社 40 株 0.01 ％ 

 

（５）その他株式に関する重要な事項（令和２年３月31日現在） 

該当事項はありません。 
 

３．会社の新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項  

（１）取締役、監査役の氏名等（令和２年３月31日現在） 

会社における地位 氏名 重要な兼職の状況 

取 締 役 会 長 堀 紘一 
株式会社ドリームインキュベータ 

取締役ファウンダー 

代表取締役社長 光増 安弘  

取 締 役 専 務 高橋 孝雄  

取    締    役 鳥巣 研二 

株式会社キースタッフ社員 

一般社団法人ｴｸｾﾚﾝﾄﾛｰｶﾙ代表理事（無報

酬） 

取  締  役 三木 克也 

キッコーマン株式会社事業戦略部長 

キッコーマンバイオケミファ株式会社取締

役 

取    締    役 三輪 泰史 
株式会社日本総合研究所 創発戦略センタ

ー エクスパート（農学） 

監    査    役 篠原 修 

ＧＳデザイン会議代表 

東京大学名誉教授 

政策研究大学院大学名誉教授 

エンジニア・アーキテクト協会会長 
（注）取締役の鳥巣研二、三木克也及び三輪泰史の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま

す。また、監査役は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  
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（２）当事業年度中に辞任した取締役 

会社における

地位 
氏名 辞任日 重要な兼職 

取締役専務 古我 繫明 令和元年６月25日  

取 締 役 増田 寛也 令和元年12月31日 
株式会社野村総合研究所顧問 

東京大学公共政策大学院客員教授 
（注）地位及び重要な兼職は辞任時点のものであります。  

 
（３）取締役及び監査役の報酬等の額 

 区  分 支 給 人 数 報酬等の額 摘  要 

取 締 役 8  人 65,255千円  

監 査 役 1 人  2,000千円  

計 9 人 67,255千円  

（注)取締役の支給人員は、当期中に辞任した２名を含んでおります。 

 

（４）社外役員に関する事項  

① 重要な兼職先と当社との関係  

該当事項はありません。  

② 主要取引先等特定関係事業者との関係  

該当事項はありません。 

③ 当事業年度における主な活動状況(農林漁業成長産業化委員会における活動を含む。) 

区  分 氏  名 主な活動状況 

取  締  役 

兼 

農林漁業成長産業化委員 

鳥巣 研二 

当事業年度開催の取締役会（書面決議を含

む。以下同じ）17回のうち15回、農林漁業

成長産業化委員会（書面決議を含む。以下

同じ）15回全てに出席。６次産業化に関す

る豊富な知識と経験を有し、社外の立場か

ら発言。 

取  締  役 

兼 

農林漁業成長産業化委員 

増田 寛也 

令和元年12月31日に辞任するまでの当事業

年度開催の取締役会14回のうち12回、農林

漁業成長産業化委員会10回のうち8回に出

席。経営管理や地域政策に深い見識を有

し、社外の立場から発言。 

取  締  役 

兼 

農林漁業成長産業化委員 

三木 克也 

当事業年度開催の取締役会17回全て、農林

漁業成長産業化委員会15回のうち14回に出

席。食品産業代表として、社外の立場から

発言。 

取  締  役 

兼 

農林漁業成長産業化委員 

三輪 泰史 

当事業年度開催の取締役会17回のうち12

回、農林漁業成長産業化委員会15回のうち8

回に出席。農業、食品産業、林業など幅広

い分野に関する豊富な知識と企業経営に対

する深い見識を有し、社外の立場から発

言。 

 

監  査  役 

 

篠原 修 

当事業年度開催の取締役会17回のち13回、

農林漁業成長産業化委員会（書面決議を除

く。）13回のうち11回に出席。学識経験者

としての経験を活かし、社外の立場から発

言。 
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 ④ 責任限定契約の内容の概要  

当社は、定款において、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役と

の間で責任限定契約を締結することができる旨の規定を設けております。当社は、当該

定款に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役全員との間

で、当該役員がその職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会

社法第427条第１項に定める最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負担する旨

の責任限定契約を締結しております。  

⑤ その他会社役員に関する重要な事項  

該当事項はありません。  

⑥ 記載内容についての社外役員の意見  

該当事項はありません。  

 

５．会計監査人の状況 

（１）会計監査人の名称  

あかり監査法人  

 

（２）責任限定契約の内容の概要 

該当事項はありません。 

 

（３）当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額（消費税を含みません。） 

区 分 金 額 

会計監査人としての報酬等の額 6,000千円 

 

（４）非監査業務の内容  

該当事項はありません。  

 

６．業務の適正を確保するための体制等の整備について  

当社は、会社法及び会社法施行規則の定めに従い、取締役会において、取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を

確保するために必要な体制の整備について、次のとおり決議し、以下の体制の下で、適正

に業務を遂行しております。  
 

（１）職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

① 役職員が事業活動のあらゆる局面においてコンプライアンスを最優先する体制の構築

を目的として、取締役会決議により「コンプライアンス規程」を定めています。 

ア．当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスを統括する部署を

設置し、各部署におけるコンプライアンス推進の体制を整備するとともに、コンプラ

イアンスの実施状況についてコンプライアンス規程に基づいて社内に設置されるコン

プライアンス委員会に定期的に報告しております。 

イ．当社は、役職員が遵守すべき法令及び社内ルールの具体的内容を明示した「コンプ

ライアンス・マニュアル」を整備し、研修等によりコンプライアンスの徹底を図って

おります。 

ウ．当社は、法令又は社内ルールの違反が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、

通常の報告ルートのほかに社内にホットライン（内部通報制度）を設け、その利用に

つき役職員に通知しております。 

エ．これに加え、令和元年度において、社内の情報管理を徹底するため、会議体への参

加者絞り込み、配布資料の採番、溶解ＢＯＸの施錠化、システム上の対策（アクセス
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権の絞り込み、自動同送設定検討等）等を行い、個々の役職員のコンプライアンス意

識につき、更なる徹底を図ってまいりました。 

② 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、警

察や弁護士等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応することとしております。 

③ 当社は、取締役会決議により「内部監査規程」を定め、代表取締役直属の担当部署を

設置することにより、実効性のある内部監査を実施しております。 
 

（２）リスク管理に関する体制 

① 業務執行に係るリスクの把握と管理を目的として、取締役会決議により「リスク管理

規程」を定めています。 

② 当社は、「リスク管理規程」に基づき、リスクの低減と防止のための活動及び危機発

生に備えた体制整備を行っております。当期においては、４回のリスク管理委員会を開

催し、緊急時における当社幹部への社長指示等の伝達体制の改正等を行いました。 

③ 緊急事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を速やかに組

織し、緊急事態への対応とその速やかな収拾に向けた活動を行います。 
 

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役会は、適切に経営管理を行います。 

② 当社は、「組織規程」及び「職務権限規程」に基づいて業務運営を行う体制とし、分

業体制による業務の専門化・高度化を図っております。また、こうした体制の中で、重

要度に応じて職務権限を委任できることとし、意思決定手続の機動性向上を図っており

ます。 
 

（４）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、「文書管理規程」を定め、重要な会議の議事録等、取締役の職務の執行に係

る重要な文書等は、同規程の定めるところに従い、適切に保存及び管理を行っておりま

す。 

 

（５）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

① サブファンドに関する体制 

当社は、株式会社農林漁業成長産業化支援機構支援基準（平成24年12月11日農林水産

省告示第2556号）、株式会社農林漁業成長産業化支援機構事業再編等支援基準（平成29

年8月1日農林水産省告示第1306号）及び株式会社農林漁業成長産業化支援機構食品等流

通合理化事業等支援基準（平成30年10月23日農林水産省告示第2336号）に基づき、サブ

ファンドが同支援基準に規定する事項に則して対象事業活動に対する支援を行っている

か否かを確認するとともに、サブファンドに対し必要な監督を行っております。 

ア．重要な意思決定に係る機構の同意  

当社は、サブファンドとの組合契約その他契約において、対象事業者に対する出資

又は当該出資に係る株式若しくは持分の譲渡その他の処分の決定を行うときは、あら

かじめ、当社の同意を得ることを定めなければならないこととしております。 

イ．報告の徴収等  

当社は、定期的に、又は必要に応じて、サブファンドの出資者であってその業務を

執行する者（以下「業務執行者」という。）に事務の処理の状況その他事項に関し報

告をさせ、又はサブファンドの業務及び財産の状況を検査するものとしております。 

ウ．指導、勧告その他の措置等  

当社は、必要に応じて、機構法、支援法及び食品等流通法の規定による指導、勧告

その他の措置を行うものとし、当該サブファンドが当該措置に従わないときは、業務

執行者の解任の提案その他の措置を行うものとしております。 
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 ② 直接出資先に関する体制 

   当社は、直接出資先に対して株主権を適切に行使するとともに、直接出資先との間で

締結した投資契約書に基づき、経営に関する当社への情報開示、重要事項についての当

社の事前同意、取締役会へのオブザーバー派遣など、当該契約上の義務履行を求めるこ

とで、直接出資先に対して必要な監督を行うものとしております。 

 

（６）監査役の監査に対する体制 

① 監査役への報告に対する体制 

ア．当社は、役職員が当社の業務執行の状況その他必要な情報を監査役に報告する体制 

を整えております。 

イ．当社は、役職員が当社の信用又は業績について重大な被害を及ぼす事項若しくはそ

のおそれのある事項を発見した場合にあっては、監査役に対し当該事項を報告する体

制を整えております。 

ウ．当社は、監査役が職務の遂行に必要となる事項について、役職員に対して随時その 

報告を求めた際に、当該報告を求められた者は当該事項を報告する体制を整えており

ます。 

② 監査役の職務を補助すべき職員に関する事項 

ア．監査役の求めに応じて、監査役の職務を補助すべき職員を監査に必要な事務に就か

せるものとしております。 

イ．監査役の職務を補助する使用人の人事など当該使用人の独立性に関する事項は、監

査役の意向を尊重しております。 

③ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

上記項目に加え、監査役に対して、代表取締役、会計監査人との定期的な会合開催を

確保しております。 

 

 

 

 

本事業報告に記載の金額等は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。 

 



貸 借 対 照 表 

 

（令和 2 年 3 月 31 日現在） 

 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 19,615,787 流 動 負 債 130,674 

現 金 及 び 預 金 11,405,652 リ ー ス 債 務 2,788 

営業投資有価証券 7,442,978 未 払 金 15,575 

営 業 貸 付 金 1,397,100 未 払 費 用 2,806 

前 払 費 用 9,992 未 払 法 人 税 等 93,327 

未 収 入 金 7,867 賞 与 引 当 金 9,010 

そ の 他 12,399 役 員 賞 与 引 当 金 1,497 

貸 倒 引 当 金 △660,204 そ の 他 5,668 

    

固 定 資 産 2,158,876 固 定 負 債 87,197 

有 形 固 定 資 産 0 リ ー ス 債 務 7,240 

建 物 4,373 退 職 給 付 引 当 金 22,935 

工具、器具及び備品 2,613 役員退職慰労引当金 8,607 

リ ー ス 資 産 3,113 繰 延 税 金 負 債 48,415 

減 価 償 却 累 計 額 △10,099   

  負債合計 217,872 

無 形 固 定 資 産 0 （純資産の部）  

商 標 権 0 株 主 資 本 21,447,089 

ソ フ ト ウ ェ ア 0 資 本 金 17,551,000 

  資 本 剰 余 金 14,351,000 

投資その他の資産 2,158,876 資 本 準 備 金 14,351,000 

投 資 有 価 証 券 2,113,700 利 益 剰 余 金 △10,454,910 

敷 金 及 び 保 証 金 45,176 その他利益剰余金 △10,454,910 

  繰越利益剰余金 △10,454,910 

  評価・換算差額等 109,701 

  その他有価証券評価

差額金 

109,701 

  純 資 産 合 計 21,556,791 

資 産 合 計 21,774,664 負債・純資産合計 21,774,664 

（記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 



損 益 計 算 書 

 

自 平成31年4月 1日 

至 令和2年3月31日 

 

（単位：千円） 

科   目 金   額 

売 上 高  473,065 

売 上 原 価  814,915 

売 上 総 損 失  341,849 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  886,583 

営 業 損 失  1,228,432 

営 業 外 収 益     

受 取 利 息 127  

有 価 証 券 利 息 17,902  

雑 収 入 693 18,723 

営 業 外 費 用   

株 式 交 付 費 37 37 

経 常 損 失  1,209,746 

特 別 損 失   

減 損 損 失 5,267  

固 定 資 産 除 却 損 0 5,267 

税 引 前 当 期 純 損 失  1,215,014 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  1,210 

当 期 純 損 失  1,216,224 

（記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 

  



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

自 平成31年4月 1日 

至 令和2年3月31日 

 

（単位：千円） 

 
株  主  資  本 

評価・換算

差額等 

純資産合計 

資 本 金 

資   本 

剰 余 金 

利   益 

剰 余 金 

株主資本 

合  計 

その他有価

証券評価差

額金 
資   本 

準 備 金 

その他利益 

剰 余 金 

繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 17,551,000 14,351,000 △9,238,685 22,663,314 － 22,663,314 

当期変動額       

当期純損失   △1,216,224 △1,216,224  △1,216,224 

株主資本以

外の項目の当

期変動額（純

額） 

    109,701 109,701 

当期変動額合

計 

－ － △1,216,224 △1,216,224 109,701 △1,106,522 

当期末残高 17,551,000 14,351,000 △10,454,910 21,447,089 109,701 21,556,791 

（記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 

 

  



個 別 注 記 表 

 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

（営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は個別法により算定）によっており

ます。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっておりま

す。なお、投資事業有限責任組合（以下

「サブファンド」といいます。）への出資

については、直近の決算書を基礎とし、サ

ブファンドの収益、費用及び出資金残高の

うち、当社の持分相当額をそれぞれ、売

上、売上原価及び営業投資有価証券として

計上しております。 

  

  

（2）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産         建物（付属設備）は定額法、工具、器具 

（リース資産を除く）      及び備品は定率法によっております。主 

    な耐用年数は以下のとおりであります。 

                   建物（付属設備）     8～18年 

                   工具、器具及び備品   3～20年 

  ② 無形固定資産         定額法によっております。主な耐用年数 

（リース資産を除く）      は以下のとおりであります。 

商標権           10年 

自社利用のソフトウェア   5年 

  ③ リース資産          所有権移転外ファイナンス・リース取引 

に係るリース資産 

                   リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

  



（3）繰延資産の処理方法        

株式交付費は株式交付の成立のときから 

３年以内のその効果の及ぶ期間にわたっ 

て、定額法により償却する方法を採用し 

ております。 

 

（4）引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充      

てるため、支給対象期間に対応する支給      

見込額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充      

てるため、支給対象期間に対応する支給

見込額に基づき計上しております。         

  ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務を計上しておりま

す。退職給付債務の算定にあたり、職員

退職金規程に基づく期末自己都合退職金

要支給額を退職給付債務とする簡便法を

採用しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金            役員の退職慰労金の支給に備えるため、 

役員退職金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理       消費税及び地方消費税の会計処理は税込 

方式によっております。 

 

2．貸借対照表に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

3．損益計算書に関する注記 

  該当事項はありません。 

 



4．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当該事業年度末における発行済株式の総数   普通株式 638,040 株 

 

5．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

     繰越欠損金              2,416,802  千円 

     貸倒引当金               202,154 千円 

     減価償却費                11,459 千円 

未払事業税                 28,206 千円 

減損損失      511,504 千円 

     その他                   17,618 千円 

    繰延税金資産小計            3,187,745 千円 

    評価性引当額             △3,187,745 千円 

    繰延税金資産合計                － 千円 

 

    繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金        △48,415 千円 

    繰延税金負債合計             △48,415 千円 

    繰延税金負債の純額            △48,415 千円 

 

6．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針 

   当社は、株式会社農林漁業成長産業化支援機構法に定められた支援基準に基

づき、投資活動を行っています。投資活動を行うための資金需要については、

必要な資金を自己資本や借入によって調達することとしています。なお、当期

において借入の実績はありません。 

   また、資金運用は、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金

に加えて、財務基盤強化のため、有価証券（地方債等）により運用を行ってお

ります。 

 

  ②金融商品の内容及びそのリスク 

   当社が保有する営業投資有価証券は、支援対象事業体に対する出資金及び支

援対象事業活動支援団体であるサブファンドに対する出資金であります。当社

が投資を行っている支援対象事業体は上場企業及び非上場企業、サブファンド

が投資を行っている支援対象事業体は非上場企業であり、流動性リスクや価格

変動リスク等があります。 



営業貸付金は、支援対象事業体に対する劣後ローンであり、信用リスク等があ

ります。 

   預金は、短期的な運用であるため、市場価格等の変動リスクはほとんどあり

ません。また、地方債等については、長期的な運用でありますが、安全性の高

い金融資産に限定しているため信用リスクや価格変動リスク等はほとんどない

と認識しております。 

 

  ③金融商品に係るリスク管理体制 

   サブファンドのリスクの管理は、サブファンド及びサブファンドの投資先の

経営状況を随時モニタリングし、財務状況の悪化、事業計画の遅延等の早期把

握に努めております。 

支援対象事業体に対する劣後ローン及び出資金のリスク管理は、上記と同様に

支援先の経営状況を随時モニタリングし、財務状況の悪化、事業計画の遅延等の

早期把握に努めております。 

    

  ④金融商品の時価等に係る事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格が得られない

場合には合理的に算定された価格が含まれております。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

   令和 2 年 3 月 31 日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりとなっております。 

（単位：千円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1)現金及び預金 11,405,652 11,405,652 － 

(2)営業投資有価証

券 

542,490 542,490 － 

(3)未収入金 7,867 7,867 － 

(4)投資有価証券 2,113,700 2,113,700 － 

資  産  計 14,069,710 14,069,710 － 

(1)未払金 15,575 15,575 － 

(2)未払法人税等 93,327 93,327 － 

負  債  計 108,902 108,902 － 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項は次のとおりであります。 

資産 

(1) 現金及び預金、(3)未収入金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該



帳簿価格によっております。 

 

(2)営業投資有価証券 

株式については、取引所の価格によっております。 

 

(4)投資有価証券 

債券については、日本証券業協会の売買参考統計値の価格によっておりま

す。 

 

負債 

(1) 未払金、(2)未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該

帳簿価格によっております。 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり

ます。 

区  分 貸借対照表計上額（千円） 

営業投資有価証券に属するもの 

  サブファンドの出資持分(*1) 

 

1,830,682 

営業貸付金に属するもの 

  劣後ローン(*2) 

 

1,397,100 

営業投資有価証券に属するもの 

  非上場株式(*3) 

 

5,069,806 

(*1) サブファンドの出資持分は、その組合財産が非上場株式であるなど時価を把

握することが極めて困難と認められるもので構成されているものであるため、

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。なお、

当事業年度において、152,648 千円の減損処理を行っております。 

(*2) 劣後ローンは、市場価格がなく、割引率の算出が困難である等、時価を合理

的に算定することが出来ません。従って、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除

外しております。 

(*3) 非上場株式は、時価を把握することが極めて困難と認められるため、貸借対

照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。なお、当事

業年度において、169,147 千円の減損処理を行っております。 

  



（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の償還予定額は次のとおりです。 

区  分 
１年以内 

（千円） 

１年超 

5 年以内 

（千円） 

5 年超 

10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

営業貸付金 - 665,200 731,900 - 

投資有価証券 - 1,000,000 1,000,000 - 

  

7．関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

8．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額                   33,785 円 95 銭 

  １株当たり当期純損失（△）               △1,906 円 18 銭 

 

9．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

10．追加情報 

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 金額（千円） 

東京都千代田区 事業用資産 有形固定資産 5,267 

当社は、事業用資産については全社単位でグルーピングを行っております。上記

事業用資産は、収益性の低下により投資の回収が見込めなくなったため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フ

ローが見込めないため備忘価額と評価しております。 

 

 



独立監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書 

令和２年５月14日 

株式会社農林漁業成長産業化支援機構 

取締役会 御中 

あかり監査法人 

東京都港区 

 

指 定 社 員 
公認会計士  

業務執行社員 

   

指 定 社 員 
公認会計士  

業務執行社員 

 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社農林漁業成長産業化支援機構の平成

31年４月１日から令和２年３月31日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を

行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の

倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。 

 

計算書類等に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す



る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する

と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお

いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適

切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類

等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上  

 



監査役監査報告書 謄本 

監 査 報 告 書 

 

 私監査役は、平成 31 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までの第８期事業年度の

取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報

告いたします。 

 

1．監査の方法及びその内容 

  私監査役は、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報

の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出

席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状

況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第 100 条第 1 項及び第 2 項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審査会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし

た。 

 

2．監査の結果 

（1）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人あかり監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

令和 2年 5月 14日 

               株式会社 農林漁業成長産業化支援機構 

                        監 査 役  篠原  修 印 
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